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第４款　衛　　生　　費

 １　公衆衛生費

         １　施策の趣旨等
　次代の社会を担う子どもや若者が、結婚や子育てに夢を持ち、家庭を築き、子どもを生み
育てる希望が叶う社会の実現に向け、抜本的・総合的な少子化対策の推進を図る。

　指標：不妊治療支援施策の利用者数　　　目標：８，０００人　　　　　　　　実績：７，１２８人
　指標：産前・産後支援事業実施市町村数　目標：２６市町村（平成３１年度）実績：累計２０市町

２　施策の実施状況　
茨　不妊治療給付助成事業
　一般不妊治療（保険適用治療、人工授精、不育症治療）及び特定不妊治療（体外受精・
顕微授精等）において初回治療への上乗せ助成等を実施し、患者負担の軽減を図った。
　　助成件数　７，１２８件　
芋　妊娠から子育てまでの包括支援対策事業
　不安を持つ妊産婦に対して、個々に応じた心身のケアやサポートを実施する産前・産後
ケア専門員等を養成した。
　　産前・産後ケア専門員の養成数　６０人
　　産前・産後訪問支援員の養成数　６１
鰯　学校と連携した妊娠・出産に関する啓発事業
　ア　小中学生への教育・啓発
　助産師が、子どもの発達段階に応じ、生命の誕生や体の発育等について講話を実施し
た。

　　　１５校（１５回）
　イ　高校生への教育・啓発
　産婦人科医が、日々の健康管理や食生活等の妊娠・出産に与える影響や妊娠・出産の
適齢期について講話を実施した。

　　　５校（６回）　　

３　執　　行　　額 ３４７，２９２，７３９円　　　　

 （うち  　

       １　施策の趣旨等
　児童福祉法に基づき、慢性疾病児童が安心して生活できるよう、地域の関係者による支援
体制を整え、慢性疾病児童と家族の負担軽減を図るとともに、児童の成長と自立を支援する。

１　公衆衛生総
務費
（Ｐ１０８）

４，３８９，１８２，０００
（５，７８５，７１５，０００）

４，２９９，７８５，８２９
（５，６６８，６１４，７１７）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 １，９４４，９２７，３０１
繰　入　金
 １５８，５２９，９８３
繰　越　金
 ５１，６１６，２９６
一 般 財 源
 ２，１４４，７１２，２４９

少子化対策総合戦略事
業
（こども総合対策課）

補助金　６６，３８８，８１７円
扶助費　２７０，１５７，７９２ ）

小児慢性特定疾病児童
等自立支援事業
（こども総合対策課）
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２　施策の実施状況
茨　長期療養児童への支援
　小児慢性特定疾病児童等自立支援員を１名配置するとともに、慢性疾病児童が相互に交
流する相互交流支援事業を実施した。
芋　家族への支援
　療育相談指導、巡回相談指導、ピアカウンセリングを実施するとともに、長期入院を必
要とするこどもの保護者に対し、宿泊場所を提供し、宿泊代金の一部を助成した。
鰯　地域支援体制づくり
　慢性疾病児童の支援内容等を、地域の関係者が協議するため、京都慢性疾病児童地域支
援協議会を実施した。

３　執　　行　　額 ４，７９７，０３８円　　　　

       １　施策の趣旨等
　妊娠・出産に関する様々な不安を解消する専用相談窓口の設置及び周産期医療現場におけ
る看護師等に対する研修を実施する。

２　施策の実施状況
茨　妊産婦向け専用相談窓口の設置
　　専任の相談員による相談窓口を「きょうと子育てピアサポートセンター」に設置した。
芋　小児在宅医療支援に係る多職種連携を推進するための研修
　地域で在宅療養児を支える府内各関係機関が理学療法をはじめとする支援を実施するた
め、適時・適切な研修が実施できるよう受講対象者毎の研修を実施した。
　開催回数　５回

３　執　　行　　額 １，６４９，２９１円　　　　

       １　施策の趣旨等
　難病医療法の施行に伴う医療費助成制度の運営をはじめ、難病医療提供体制の整備、難病
患者の療養生活支援、多領域の難病に対応できる相談支援体制の強化を図る。

２　施策の実施状況
茨　医療費助成制度の運営
　指定難病についての治療研究事業を推進し、指定難病患者の医療費負担の軽減を図っ
た。
　　助成額　　３，４１２，２５５，３１９円

妊娠出産相談体制強化
事業
（こども総合対策課）

難病対策総合推進事業
（健康対策課）
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芋　医療提供体制整備
　難病医療法の施行に伴い、新たに設けられた難病指定医を養成するため、必要な研修カ
リキュラム等を策定し、難病指定医を養成した。
　　難病指定医登録数　４，１９６人
鰯　療養生活支援
　ア　在宅難病患者に対する療養支援
　　　難病対策地域協議会の設置等により、地域での包括的な療養生活を推進した。
　イ　在宅重症難病患者に対する支援
　在宅難病患者等に意思伝達装置等の療養生活機器を貸し出し、難病患者の生活の質の
向上を図った。

　　　貸出件数　　　　　　５６件
　ウ　在宅重症難病患者等入院受入体制整備事業
　介護者の疾病等により在宅療養が困難になった重症患者の一時的な入院を受け入れ、
重症患者や介護者の負担軽減を図った。

　　　受入件数　　　　　１５０件
允　相談支援
　難病相談・支援センターにおいて、相談員、専門医による相談を実施し、日常生活の悩
みや不安等の解消を図った。

３　執　　行　　額 ３，５１７，３３９，６８０円　　　　
 （うち扶助費　３，４１２，２５５，３１９円）　

       １　施策の趣旨等
　京都府歯と口の健康づくり推進条例及びきょうと健やか２１（総合的な府民の健康づくり指
針）に基づき、８０２０運動を推進するなど、乳幼児期、学齢期、成人期、高齢期などライフス
テージに応じた歯科保健の普及・啓発を図る。

　指標：１２歳児一人平均むし歯数　　目標：０．８（平成２９年）　　実績：０．７３

２　施策の実施状況
茨　口腔保健支援センター事業
　医科・歯科・調剤連携、障害（児）者の歯科医療の充実に向けた支援等の中核となる口
腔保健支援センターにおいて、各ライフステージや環境に応じた歯と口の健康づくり対策
を推進した。
　ア　働き盛り歯周病予防啓発事業
　　　事業所に対し歯周病予防の必要性の普及啓発、情報提供等を実施した。
　　　実施事業所　　　　１８５事業所
　イ　京都府民歯科保健実態調査事業
　　　２０歳以上の府民を対象に歯科保健に関する実態を把握するための調査を実施した。
　　　被調査数　　　　１，５４５人

歯と口の健康づくり事
業
（健康対策課）
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芋　むし歯予防対策事業
　幼児・小学生を対象とした、むし歯予防に優れた効果を発揮するフッ化物の塗布・洗口
による予防事業を実施する市町村に対して助成し、市町村における歯の健康づくり対策の
充実を図った。
　　実施市町村　　　　　　１８市町
　　実施人数　　　　　４０，９０５人
鰯　地域歯科保健推進事業
　歯周病予防・歯周疾患に対する府民の意識向上のための普及・啓発を行うとともに、歯
周病に罹患しやすく歯の健康を損ねやすい働き盛り世代や障害（児）者、要介護高齢者等
を対象に歯周病の予防を図った。
　ア　京都歯と口の健康づくり推進協議会（京都８０２０運動推進協議会）の開催
　条例に基づく京都府歯と口の健康づくり基本計画の推進及び進行管理のため、意見聴
取を行った。

　イ　歯科保健指導事業
　　　看護師及び養護教諭等地域保健活動従事者向け歯科保健研修会を開催した。
　　　開催回数　　　　　　２９回
　　　受講者数　　　　３，４９２人
允　歯科検診推進事業
　ＩＣＴを用いた成人歯科健康診査プログラムによる診査・保健指導を行い、地域・職域
での歯科検診の普及・定着を図った。
　　受診人数　　　　　　７２６人
印　障害者等歯科健診・指導事業
　歯科医師・歯科衛生士による健診・保健指導を実施し、障害者等の口腔状態の改善を
図った。
　　施　　設　　数　　　　　３８施設
　　健診実施人数　　　１，０５０人
咽　在宅要介護者口腔支援体制整備事業
　在宅歯科医療の充実のための人材育成及び訪問歯科診療を支援する体制の強化を図っ
た。

３　執　　行　　額 ３１，４９３，６７８円　　　　

 （うち  

       １　施策の趣旨等
　超高齢社会の担い手である働き盛り世代等、若い世代の疾病予防を食生活から支え、健康
増進を図るための環境整備を実施する。

委託料　１０，８９４，０００円
補助金　１７，６３９，６０７ ）

きょうと健康長寿・食
おもてなし事業
（健康対策課）
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２　施策の実施状況
茨　京の食から健康を推進
　　宅配弁当事業者とコラボした「おばんざい弁当」の認証を推進した。
　　おばんざい弁当販売数　１５，００４個
芋　「職場から健康に」京のサラメシ改善
　企業の社員食堂で、健康メニューや健康情報が得られる「カラダ学べる社員食堂」を設
置した。
　　巡回指導施設数　延べ１２施設
鰯　「健康応援」店舗・事業者とつくるおもてなしプロジェクト
　店舗・事業者・関連団体と食環境をつくる「京の食おもてなしプロジェクト」を設置、
運営するとともに、食物アレルギーに関する基礎知識と適切な対応方法を身につけるため
の研修会を実施した。
　　食物アレルギーの子京都おこしやす事業研修会開催数　２回

３　執　　行　　額 ２，８０４，０５０円　　　　
 （うち委託料　１，５１８，６００円）

       １　施策の趣旨等
　臓器移植に関する府民の意思を尊重できるよう、移植医療に関する正しい知識を普及・啓
発するための取組を、関係機関・団体とともに推進する。

２　施策の実施状況
茨　意思表示記入促進活動の実施
　府内一斉のグリーンライトアップや街頭啓発、自動車運転免許試験場において意思表示
カードを配布した。
芋　既存イベントを活用した集中的な普及啓発
　　既存イベントへの出展　　　　　　　　３件
　　新聞・マスメディア等への掲載・出演　３
鰯　臓器移植コーディネーターの設置

３　執　　行　　額 ５，０８３，４９４円　　　　
 （うち委託料　４，３９２，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　府民の健康寿命の延伸及び未病改善に向け、健康予防事業の効果的な実施支援や、産学公
が連携した新たな未病改善につながる健康産業の育成により、地域健康課題の解決を推進す
る。

臓器移植普及推進事業
（健康対策課）

きょうと健康長寿・未
病改善センター事業
（健康対策課）
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　指標：健康寿命　目標：１歳延伸（平成３０年度まで）　
　現状値（平成２５年）：男性：７０．２１歳　女性：７３．１１歳

２　施策の実施状況
　健診・医療費データシステムを構築するとともに、地域の健康課題解決に向けた産学公連
携によるプラットフォーム事業（４件）及びインキュベーション事業（４件）を実施したほ
か、きょうと健康寿命・未病改善推進会議を運営した。

３　執　　行　　額 ５１，６１６，２９６円　　　　
 （うち委託料　２６，８８９，２３３円）

       １　施策の趣旨等
　京都府がん対策推進条例に基づき、がん検診受診率の向上をはじめ、がん教育の推進、相
談支援の強化、がん医療提供体制の充実など、総合的ながん対策の推進を図る。

　指標：がん教育の実施数
　目標：３００箇所（学校１００校、企業２００社）　実績：４３１箇所（学校１０２校、企業３２９社）
　指標：がん検診受診率　目標：５０％　実績：３３．６％

２　施策の実施状況
茨　がん対策府民運動の展開
　　京都府がん対策推進府民会議運営事業
　行政、各種団体、がん患者等の関係者が一体となりがん対策を推進するため、がん撲滅
に向け様々な府民運動を推進する府民会議の取組を進め、気運醸成を図った。
芋　がんの予防と早期発見
　ア　１００万人がん検診推進運動事業
　啓発強化月間を設定し、民間団体及びＮＰＯと協働して啓発イベント等を行い、がん
検診の重要性を集中的にＰＲした。

　イ　がん検診推進加速化事業
　がん検診受診率向上のため、市町村が休日に実施する総合がん検診に係る費用に対す
る一部助成や、コンビニを検診会場とするモデル事業を実施した。

　　　休日総合がん検診助成市町村数　１０市町
　ウ　生命のがん教育推進プロジェクト事業
　医療従事者とがん経験者による教育実践チームが、学校・企業等に出向き、がんの予
防や検診受診啓発を伝える授業等を実施した。

鰯　医療体制の充実・強化
　　がん診療連携拠点病院機能強化事業
　がん医療に従事する医師等の研修、がん患者及び家族等への相談支援、がんに関する各

がん対策総合推進事業
（健康対策課）
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種情報の収集・提供等の事業を実施し、地域におけるがん診療連携の円滑な実施を図ると
ともに、質の高いがん医療提供体制の確立を推進した。
　ア　地域がん登録推進事業
　　　がん患者の診断・治療内容等のデータを登録し、がんの治療状況を把握した。
　イ　がん緩和ケア推進事業
　　　医療従事者等を対象にがん緩和ケア研修を実施した。
　　　受講者数　５４４人
允　受動喫煙防止憲章の推進
　禁煙週間にＮＰＯと協働して啓発イベントを実施のほか、保健所等において様々な啓発
を実施した。
印　胃がん予防事業
　　胃がんの原因の一つとされているピロリ菌についての検査をモデル実施した。
　　検査人数　　７２０人
咽　肺がん検診デジタル化推進事業
　市町村の肺がん検診デジタル化移行を推進し、精度を担保するため、読影システムの整
備及びデジタル検診導入助成を行った。
員　最先端陽子線がん治療体制構築事業
　京都府立医科大学附属病院における陽子線がん治療の実施に向け、研修や人材育成を支
援した。
因　在宅がん医療推進事業
　がん患者が住み慣れた地域において、がんと診断された時からの切れ目のない緩和ケア
及び最新のがん医療に即したフォローアップを受けられる体制の構築を目指し、医療機関
を対象に研修を実施した。
　　受講者数　　２７１人
姻　相談支援体制の充実
　　京都府がん総合相談センターを運営し、患者支援の充実を図った。
　　相談件数　　９８２人

３　執　　行　　額 ３３７，７０９，５６３円　　　　
 （うち補助金　２３６，０３０，１２７円）

 

         １　施策の趣旨等
　ウイルス性肝炎（Ｂ型・Ｃ型）の検査体制を整備して早期発見を図るとともに、医療費に
対して公費負担し、患者の負担軽減を図る。

２　施策の実施状況
茨　Ｂ型・Ｃ型肝炎ウイルス検査事業
　　保健所や医療機関において無料で肝炎検査を実施した。
　　検査人数　　５２４人

３　予　防　費
（Ｐ１１０）

６１４，８９７，０００
（７０１，７１０，０００）

６０３，１３１，９８０
（６８５，７９２，９５０）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ２２６，５７１，０００
一 般 財 源
 ３７６，５６０，９８０

肝炎対策事業
（健康対策課）
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芋　医療費助成事業
　Ｂ型・Ｃ型肝炎のインターフェロン治療費及びインターフェロンフリー治療費等に公費
負担し、医療費の負担軽減を図った。
　　助成人数　　１，２７６人
鰯　重症化予防事業
　府及び市町村が実施した肝炎ウイルス検査で陽性となった者に対して、医療機関への受
診勧奨及び検査費用の助成を行った。
　　助成人数　　　　３０人
允　肝疾患相談センターの運営
　肝疾患診療連携拠点病院である京都府立医科大学附属病院及び京都大学医学部附属病院
において肝疾患相談センターを運営し、肝炎患者支援の充実を図った。
　　相談件数　　　１８４件

３　執　　行　　額 ４２０，４７２，４３４円　　　　
 （うち扶助費　３９６，１４２，８８４円）

       １　施策の趣旨等
　風しん抗体検査を実施するとともに、抗体価の低い者に対し、市町村が実施する風しん予
防接種助成事業に対して補助する。

２　施策の実施状況　　
茨　抗体検査事業
　妊娠を希望する女性等を対象に、保健所や医療機関において無料で風しん抗体検査を実
施した。
　　検査人数　　　９６５件
芋　予防接種事業
　風しん抗体検査等により、抗体価の低い者を対象に市町村が実施する予防接種助成事業
について、その一部を補助した。
　　補助件数　　２，７３７件

３　執　　行　　額 １４，５３３，８２８円　　　　

 （うち  　

      １　施策の趣旨等
　新型インフルエンザ等の感染拡大を防止するため、患者発生時の体制整備の充実を図る。

２　施策の実施状況
茨　防護服等資機材の整備

風しん予防対策事業
（健康対策課）

委託料　５，６２１，８２８円
補助金　８，９１２，０００ ）

新型インフルエンザ対
策事業
（健康対策課）



―１０９―

　各保健所に防護服をはじめとした資機材を配備するほか、検査機器の点検・整備等によ
り、患者発生時に即応できる体制の充実を図った。
芋　訓練の実施
　各保健所において管内の医療機関と連携し、感染症患者の発生を想定した訓練を実施し
た。
鰯　医療体制の整備
　医療関係者等を対象として、感染症に関する研修会及び会議を開催し、情報共有を図っ
た。
　　研修会参加者　約２００名
允　抗インフルエンザウイルス薬の更新
　備蓄している抗インフルエンザウイルス薬のうち、使用期限を迎えるものについて更新
を行った。
　　タミフル等　　４２，９５０人分

３　執　　行　　額 １６８，１２５，７１８円　　　　

 

         １　施策の趣旨等
　京都府自殺対策に関する条例及び京都府自殺対策推進計画に基づき、自殺ストップセン
ターを核に関係機関の連携により、総合的な自殺対策を推進する。

　指標：府内の自殺死亡率　目標：１６．２　　　実績：１５．３

２　施策の実施状況
茨　自殺ストップセンター事業
　精神保健福祉総合センターに自殺ストップセンターを設置し、府民の様々な悩みについ
て相談を行った。
　　相談件数　　　　　　　　　　　延べ１，２８３件
芋　広報・啓発促進事業
　条例により制定した「京都いのちの日」（３月１日）にシンポジウムを開催するなど、
様々な機会を通じて自殺予防の気運醸成を図った。
　　京都いのちの日シンポジウム参加者数　３１０人
　　テレビ・ラジオＣＭによる広報　　　　　２７本
鰯　対応力向上支援事業
　企業に臨床心理士の派遣、かかりつけ医を対象にしたうつ病対応力研修を実施するな
ど、人材の養成を推進した。
　　臨床心理士の派遣　　　　　　　　　　　１３事業所
　　うつ病対応力向上研修受講者数　　　　　６７人　　
允　地域活動強化事業
　市町村が実施する普及啓発や相談会の開催、民間団体が実施する電話相談、自死遺族支

４　精神保健費
（Ｐ１１０）

６３，５１０，０００
（３１６，０４８，０００）

５９，２９９，５２５
（３０８，９２８，２１２）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ３７，５５９，０００
一 般 財 源
 ２１，７４０，５２５

自殺防止総合対策事業

（ ）福祉・援護課
学校教育課
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援事業に助成するなど、地域で自殺対策に取り組む体制を強化した。
　　２６市町村・７団体

３　執　　行　　額 ５９，２９９，５２５円　　　　

 （うち  　

 

         １　施策の趣旨等
　老朽化した京都府保健環境研究所及び京都市衛生環境研究所の建替えを府市協調により、
共同して整備する。

２　施策の実施状況
　保健環境研究所等を整備するため、実施設計及び本体新築工事に向けた元伏見診療所解体
等周辺工事等を行った。

３　執　　行　　額 １３８，７０３，３０６円　　　　

 （うち  

 

 ２　環境衛生費

         １　施策の趣旨等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  
　産業廃棄物の不法投棄及び野焼きに迅速に対処するため、不法投棄等防止対策の一層の充
実・強化を図る。
　また、府民と一体となった取組を推進するため、府民からの情報を呼びかけ、地域住民と
協働した府民運動を展開する。

　指標：産業廃棄物不法投棄量　目標：５５０トン以下　実績※：集計対象となる不法投棄はなし
　　※環境省集計対象：１件あたり１０トン以上

２　施策の実施状況
　次の施策を実施することにより、産業廃棄物の不法投棄等の防止を図った。
茨　監視・指導体制の強化
　　指導箇所数　１，３１５箇所　延べ指導回数　１４，６２３件
芋　夜間監視カメラの配置　
　　延べ活用日数　７０２日

委託料　５，２５２，４９２円
補助金　２７，８５５，０００ ）

５　保健環境研
究所費
（Ｐ１１２）

１８７，２９５，０００
（６２２，８９３，０００）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 ４３，３５３，０００
保健環境研究所　 　　　　　　　 整備事業費
 兼
献
験

 券
献
鹸

１３８，７０３，３０６
　（５７３，６６９，０３９）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ４，４１７，２３２
諸　収　入
 ３２，９２６，１６２
府　　　債
 ８４，０００，０００
一 般 財 源
 １７，３５９，９１２

保健環境研究所整備事
業
（健康福祉総務課）

委託料　　　８６，２８４，１５２円
工事請負費　４８，７４９，１２０ ）

３　環境衛生指
導費
（Ｐ１１４）

１６０，９２１，０００
（３，３９０，３０４，２００）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 １８，００４，０００
海岸漂着物地域　 　　　　　　　 対策推進事業費
 兼
献
験

 券
献
鹸

１２９，９１３，５４７
（３，１３７，６９３，２７２）
決算額の財源
内訳
使用料及び手数
料 ４２，１４３，６５０
国庫支出金
 １７，２５９，０００
繰　入　金
 ４１，０７９，８１５
諸　収　入
 １３，２１９，７７０
一 般 財 源
 １６，２１１，３１２

不法投棄等防止対策事
業
（循環型社会推進課）
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鰯　産業廃棄物不法投棄情報ダイヤル等の設置
　　受理件数　　　　２４件

３　執　　行　　額 ４２，１４３，６５０円　　　　

       １　施策の趣旨等
　一般社団法人京都府産業廃棄物３Ｒ支援センターにおいて、減量・リサイクルの総合支援
をワンストップ・サービスで行うことにより、産業廃棄物の減量・リサイクルを一層促進す
る。

　　　　　　　　　指　標　　　　　　　　　　　　　目　標　　　　実　績
　ゼロエミッション・アドバイザー派遣回数　　　　　５０回　　　　　６０回
　リサイクル技術開発・施設整備補助件数　　　　　　５件　　　　　４件
　３Ｒ人材育成等支援のための講習会等の開催回数　　１０回　　　　　１０回

２　施策の実施状況
茨　産業廃棄物３Ｒ支援センター運営事業
　産業廃棄物の減量・リサイクルに関する企業等への支援を、ワンストップ・サービスで
総合的に展開していく拠点を運営した。
芋　ネットワーク推進交流事業
　減量・リサイクルに係る情報交換や意見交換を行う協議会（産業界、処理業界、大学研
究機関、行政等）を開催した。
　　実施回数　　１回
鰯　産業廃棄物処理３Ｒ情報等提供事業
　産業廃棄物の減量・リサイクルに係る処理技術や処理業者等の情報を提供し、取組を支
援した。
　　提供件数　　４０件
允　ゼロエミッション・アドバイザー派遣事業
　府内排出事業者等からの産業廃棄物の減量・リサイクルに係る相談に対し、専門的知識
を有するアドバイザーを派遣し、取組を支援した。
　　派遣回数　　６０回
印　リサイクル技術開発・施設整備補助事業
　産業廃棄物の発生抑制・再使用・再生利用に係る研究や技術開発等、リサイクル施設等
整備に対する支援を実施した。
　　補助件数　　４件
咽　３Ｒ人材育成等支援事業
　排出事業者の産業廃棄物減量・リサイクル及び適正処理に関する意識向上のため、先進
事例等を紹介する講習会等を開催した。

産業廃棄物３Ｒ支援セ
ンター事業
（循環型社会推進課）
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　　実施回数　　１０回

３　執　　行　　額 ４０，２１７，７７３円　　　　
 （うち補助金　４０，１６４，４６３円）

       １　施策の趣旨等
　海岸漂着物の回収・処理及び海ごみ発生抑制に係る啓発事業を実施する。

２　施策の実施状況
茨　回収・処理事業
　　市町村名　　　　海　岸　数　　　　　回収・処理量
　　舞　鶴　市　　　　　　　３海岸　　　　　　　４３．６トン
　　宮　津　市　　　　　　　４　　　　　　　　　２６．６
　　京丹後市　　　　　　　２３　　　　　　　　　１１３．３
　　与謝野町　　　　　　　１　　　　　　　　　　２．４
　　伊　根　町　　　　　　　４　　　　　　　　　　４．５
　　　　計　　　　　　　　　３５　　　　　　　　　１９０．４
芋　発生抑制事業
　　市町村名　　　　参加者数
　　亀　岡　市　　　　　１，５２２人
　　京丹後市　　　　　　　７７
　　　　計　　　　　　　１，５９９　

３　執　　行　　額 １８，０２８，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　市町村等と連携し、食品残さから水素を生成する最適な仕組みを構築する。

２　施策の実施状況
　食品廃棄物量調査等を実施し、府内の水素賦存量がわかるポテンシャルマップ及び事業採
算性が確保できるモデルケースを作成した。

３　執　　行　　額 ８，６４７，８６８円　　　　
 （うち委託料　８，２０８，０００円）

       １　施策の趣旨等
　食品廃棄物の不適正処理事案発生を受け、同様事案の発生を防止するため立入検査等の防
止策を強化する。

海岸漂着物地域対策推
進事業
（循環型社会推進課）

水素エネルギー活用社
会推進事業
（循環型社会推進課）

食品廃棄物等適正処理
指導強化事業
（循環型社会推進課）
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　指標：食品廃棄物処理事業所（１４事業所）への立入検査　目標：２回　実績：２回

２　施策の実施状況
茨　処理事業者向け対策
　中間処理業者（１０４者）全てに立入検査を実施し、そのうち食品廃棄物の処理事業所につ
いては、２回実施した。
芋　食品廃棄物排出事業者向け対策
　年間１，０００トン以上の多量排出事業者（１５者）全てに立入検査を実施した。
　また、食品製造業者等を対象として適正処理のためのガイドブックの配布や講習会を実
施した。

３　執　　行　　額 ８６２，０４２円　　　　

       １　施策の趣旨等
　市町村水道事業の厳しい経営状況を踏まえ、将来にわたって安心・安全な水を提供し続け
る体制を維持できるよう府域全体の水道事業の方向性を示すビジョン（京都水道グランドデ
ザイン）の策定に向けた取組を推進する。

２　施策の実施状況
　水道施設整備、水質や経営分野の学識経験者、市町村水道実務経験者、利用者代表で構成
する「京都水道グランドデザイン検討委員会」を設置するとともに市町村と連携の上、施設
更新や耐震化、危機管理体制の強化等府内市町村水道の抱える課題抽出を実施した。

３　執　　行　　額 ８６２，３４６円　　　　

         １　施策の趣旨等
　府市協調により、平成２７年４月に開設した京都動物愛護センターを共同運営し、効果的か
つ効率的な動物愛護行政を推進することで、殺処分数の減少を目指す。

　指標：犬・猫の殺処分数　目標：１，１００頭以下　実績：９４９頭（平成２７年度実績：１，１９３頭）

２　施策の実施状況
　動物愛護事業の共同実施
茨　京都動物愛護センター運営委員会の開催
芋　動物愛護ボランティアスタッフの養成
　　登録者数　　　　　　　　９１人
鰯　収容動物の飼養、管理、譲渡・返還
　　犬・猫の譲渡・返還数　４０９頭

きょうと水道ビジョン
策定推進事業
（公営企画課）

京都動物愛護センター
共同運営事業
（生活衛生課）
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允　動物愛護週間事業の実施等
　京都動物愛護フェスティバルや動物愛護写真コンクール等を開催し、動物愛護精神の普
及、啓発を実施した。

３　執　　行　　額 １９，１５１，８６８円　　　　
 （うち負担金及び補助金　１０，００６，３２８円）

 

 ３　保 健 所 費

         １　施策の趣旨等
　中丹東保健所の移転建替を行うとともに、新たに防災拠点機能等を充実する。

２　施策の実施状況
　中丹東保健所を移転建替するため、本体工事に着手した。

３　執　　行　　額 ２１０，５５４，５０２円　　　　
 （うち工事請負費　２０９，６１０，０００円）

       １　施策の趣旨等
　住み慣れた地域で安心していきいきと暮らせるよう、急性期から回復期、維持・生活期ま
で継続した総合的なリハビリテーション提供体制を整備する。

２　施策の実施状況
茨　地域リハビリコーディネート事業
　地域リハビリ支援センターにコーディネーターを配置し、地域包括支援センター等に対
する助言、リハビリ従事者への訪問指導、リハビリサービス窓口担当者との事例検討会等
を実施したほか、北部地域のリハビリ提供体制に係る検討を行った。
　　リハビリサービスの助言　　　　３０３件
　　リハビリ従事者への訪問指導　　４１０回
　　事例検討会参加者数　　　　　　９３６人
芋　リハビリ人材確保育成事業
　理学療法士等養成施設の在学者に修学資金を貸与するとともに、就業フェアや研修会を
開催するなど、人材の確保育成を図った。
　　修学資金貸与人数　　　　　　　　３９人
　　就業フェア参加者数　　　　　　１６１

１　保 健 所 費
（Ｐ１１６）

８５１，３５５，０００
（３，１１４，４７８，０００）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 ５１２，１２０，０００
中丹東保健所整　 　　　　　　　 備事業費
 兼
献
験

 券
献
鹸

３３５，０７８，３９５
（２，５８０，０３８，８８３）
決算額の財源
内訳
繰　入　金
 １０７，９１２，０８４
繰　越　金
 ３，２６４，５０２
府　　　債
 ２０６，０００，０００
一 般 財 源
 １７，９０１，８０９

中丹東保健所整備事業
（健康福祉総務課）

リハビリテーションプ
ロジェクト推進事業

（ ）リハビリテーショ
ン支援センター



―１１５―

　　研修会受講者数　　　　　延べ２，０４４人
鰯　リハビリ医等養成事業
　回復期、維持・生活期のリハビリを担う、リハ医、リハ専門職の養成及び府内定着を推
進するため、研修会等を実施するとともに、府立医大のリハ医学教室の運営を支援した。
　　座学研修会参加者数　　　延べ５５３人（２回）
　　実践セミナー　　　　　　　　１１課目
允　訪問リハビリ事業所等整備促進事業
　在宅療養者が訪問リハビリサービスを受けられる環境を整備するため、事業所開設に要
する経費を助成した。
　　６事業所
印　先端的リハビリ推進事業
　京都府立医科大学附属病院内に開設した「ロボットリハビリテーションセンター」によ
り、先端的リハビリロボットの臨床研究や普及を行った。

３　執　　行　　額 １２４，５２３，８９３円　　　　

 （うち  　

 

 ４　医　 薬　 費

         １　施策の趣旨等
　適切な原子力防災対策の推進を図る。

２　施策の実施状況
　舞鶴赤十字病院と放射線検査施設の保守管理に係る協定を締結し、緊急時に対応できる体
制を確保した。

３　執　　行　　額 ９，７８６，４４２円　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（うち委託料　７，２１６，８８４円）

 

         １　施策の趣旨等
　医療ケアが必要な在宅療養児童（超低出生体重児や重症心身障害児）のいる子育て家庭が
安心して在宅で生活できるよう、関係機関と連携・協働して支援体制の整備を図る。

２　施策の実施状況
茨　在宅療養等を支える人材の養成
　　地域で在宅療養を支える医療関係者に対する研修を実施した。

委託料　２２，５３０，４６５円
補助金　　８０，２３１，２００
貸付金　１６，８４８，０００ ）

１　医薬総務費
（Ｐ１１６）

　１０，２６５，０００
（９３８，５５６，０００）

　９，７８６，４４２
　（９２９，９２５，２７３）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ９，７８６，４４２

原子力防災対策事業
（医　療　課）

２　医　務　費
（Ｐ１１８）

４，５０８，６３８，０００
（５，１１０，７３４，０００）

４，４０１，５４５，９２４
（４，９４２，０４６，２３１）
決算額の財源
内訳
国庫支出金　　
 １，９５４，３５１，９８５

在宅療養児支援連携事
業
（こども総合対策課）



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―１１６―

        　芋　在宅療養を支えるための連携支援体制の整備
　地域の関係機関のネットワークを整備し、医療的ケアなどが必要な子どもに対し関係機
関が連携して支援を実施した。

３　執　　行　　額 ２，９２３，３０４円　　　　
 （うち補助金　１，４５１，８５０円）

       １　施策の趣旨等
　救命救急センターの運営経費に助成し、３次救急医療の円滑な実施を図る。

２　施策の実施状況
　救命救急センターの運営経費を助成することにより、重篤患者の医療を確保した。
　救急車による患者受入数
　京都第一赤十字病院救命救急センター　６，７５２人
　京都第二赤十字病院救命救急センター　６，５３７
　洛和会音羽病院救命救急センター　　　５，７３２

３　執　　行　　額 ２９７，６９４，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　　

       １　施策の趣旨等
　適切な原子力防災対策の推進を図る。

２　施策の実施状況
　緊急時に行政や医療機関等の関係者が連携し、効率的で的確な医療活動が実施できるネッ
トワークの構築など、緊急時の被ばく医療体制を確保した。
　京都府緊急被ばく医療ネットワーク会議等開催　１回
　京都府緊急被ばく医療講習会開催　　　　　　　３

３　執　　行　　額 １０，５７４，９８５円　　　　
 （うち委託料　６，７１５，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　子どもの急な発熱やけが等に対する保護者の不安を解消するとともに、小児救急医療体制
の強化・充実を図る。

財 産 収 入
 ８６４，５０９
繰　入　金　　
 １，０６４，６６１，２６４
繰　越　金　　
 ７１，４０８，０００
諸　収　入
 ３，９３６，４１３
府　　　債
 １３９，０００，０００
一 般 財 源
１，１６７，３２３，７５３

救命救急センター運営
助成事業

（医　療　課）

原子力防災対策事業
（医　療　課）

小児救急医療体制整備
事業

（医　療　課）



―１１７―

　指標：小児救急電話相談件数　目標：２２，０００件　実績：２２，１３２件

２　施策の実施状況
茨　小児救急医療電話相談事業
　　看護師等による電話相談を実施し、保護者の不安の解消を図った。
　　相談件数　　　　　　延べ２２，１３２件
芋　小児救急医療体制強化支援事業
　２次医療圏単位で複数の病院群が輪番制により、休日・夜間の当直体制を実施する場合
の医師等の配置に要する経費を助成し、小児救急医療体制の強化・充実を図った。
　　利用者数
　　　丹後医療圏　　　　延べ３，１８４人
　　　中丹医療圏　　　　　〃　２，４７１
　　　南丹医療圏　　　　　〃　３，１９７
　　　山城北医療圏　　　　〃　７，９８７
　　　山城南医療圏　　　　〃　６，３０６

３　執　　行　　額 ９９，０２１，２７２円　　　　

　 （うち  

       １　施策の趣旨等
　救急医療情報システムを活用して医療機関から収集した情報を提供し、救急医療の確保を
図る。

２　施策の実施状況
　救急医療情報センターに設置するシステムを活用して、府内の医療機関から収集した情報
を消防、医療機関及び府民に提供し、救急患者の医療を確保した。
　救急医療情報システム検索件数
　　関係機関利用　　　実検索数　　　　１日平均
　　　消防機関　　　　１７，１８８件　　　　４７件
　　　医療機関　　　　１２９，５３４　　　　　３５４
　　　　　計　　　　　１４６，７２２　　　　　４０１
　　府民利用　　　　　実検索数　　　　１日平均
　　　　　　　　　　　１２８，６９８件　　　　３５２件

３　執　　行　　額 １０６，６２９，９３０円　　　　

 （うち  

委託料　３０，０２４，０００円
補助金　６８，８４６，０００ ）

救急医療情報システム
運営事業

（医　療　課）

委託料　８３，２５５，０４０円
使用料　１４，２６４，０６５ ）



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―１１８―

       １　施策の趣旨等
　医師の確保が困難な地域等における医療体制を確保するため、病・学・公が協働、連携し、
総合的な医師確保対策の充実・強化を図る。

２　施策の実施状況
茨　地域医療支援センターの運営
　府内の大学、医療機関、医療関係団体等が連携して地域医療センターを設置し、複数の
地域での勤務を経て医師がキャリアアップできるような研修プログラムの作成等を行い、
医師確保を図った。
　　研修プログラム参加者　１３名（総合内科・総合診療科２名、救急科１１名）
芋　中堅医師の確保・育成
　医師確保困難地域に勤務する医師の研修・研究活動に助成し、技能向上及び研修環境の
改善を図った。
　　補助対象病院　　　　　７病院（京丹後市立弥栄病院、京丹後市立久美浜病院、舞鶴市
　　　　　　　　　　　　　　　　　民病院、舞鶴共済病院、舞鶴赤十字病院、福知山市民
　　　　　　　　　　　　　　　　　病院、綾部市立病院）
鰯　指導医の確保
　医師確保困難地域の公的病院等に指導医を派遣する病院に助成し、若手医師を指導する
指導医を確保した。
　　派遣元病院　　　　　　２病院（京都第一赤十字病院、京都第二赤十字病院）
允　京都府地域医療支援センター京都大学ブランチ事業
　京都大学における地域医療の推進拠点として、地域医療に貢献する人材を育成するた
め、地域医療支援センターのブランチ事業として、地域医療セミナー等を実施した。
　　セミナー等参加人数　　１１２人
印　地域医療確保奨学金等貸付事業
　医師確保が困難な地域にある病院で医師として勤務する意志を有する者に奨学資金等を
貸与し、地域医療を担う若手医師を育成した。
　　貸与人数　　　　　　　４６人　　　
咽　大学院生学費免除事業
　中丹以北の医療機関で勤務実績がある医師の大学院進学の学費を免除し、若手医師の
キャリア形成を支援した。
　　免除人数　　　　　　　１８人
員　地域医療を担う人材の育成
　京都府立医科大学「総合医療・医学教育学講座」において地域医療への教育を進めると
ともに、医学生等を対象に府北部病院における実習を行い、将来の地域医療を担う人材の
育成を図った。
　　実習参加者数　　　　　１３２人
因　産科医等確保支援事業

総合医師確保対策事業
（医　療　課）



―１１９―

　産科医に手当を支給する医療機関に助成することにより、地域の産科医療の確保を図っ
た。
　　分娩取扱手当　　　　　４７病院　
　　産科後期研修医手当　　１
　　新生児担当医手当　　　２
姻　女性医師等就労支援事業
　医療機関が実施する女性医師等の復職研修や短時間勤務の導入、宿日直の免除等の取組
を支援し、離職防止や再就業の促進を図った。
　　１６病院　　
引　北部地域医療人材育成事業
　北部地域における若手医師の定着・育成を図るため、北部医療センターに人材育成セン
ターを設置し、北部の公的病院による合同研修等の実施を支援した。
　　合同研修　３回　

３　執　　行　　額 ３１７，５４４，７４４円　　　　

　 （うち  

       １　施策の趣旨等
　高い専門性を有する医師・看護師や救急救命士を養成し、救急搬送患者の増加等に的確に
対応できる救急医療体制の整備を推進する。

　指標：救急医療に従事する専門医数　目標：１４０人　実績：１５０人

２　施策の実施状況
茨　救急医療専門医師・看護師養成事業
　専門資格・技能習得に要する経費を負担した病院に助成し、救急医療について高い専門
性がある医師・看護師の養成を図った。
　　助成病院数　２６病院　　　医師養成数　１１２人　　　看護師養成数　８５人
芋　救急救命士病院実習受入促進事業
　救急救命士の病院実習を受け入れた病院に助成し、専門性の高い救急救命士の養成を
図った。
　　助成病院数　２３病院　　　救急救命士養成数　４３９人

３　執　　行　　額 １９，８７８，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　災害発生時に重篤患者が集中することが想定される災害拠点病院や救命救急センター等の
耐震化整備を図る。

補助金　２１６，２８４，２４０円
貸付金　　８４，０００，０００ ）

救急医療提供体制整備
促進事業

（医　療　課）

医療施設耐震化推進事
業

（医　療　課）



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―１２０―

　指標：耐震化率６０．０％（全国平均７１．５％）

２　施策の実施状況
　二次救急医療機関１医療機関の耐震化整備に助成した。
　１病院（京都ルネス病院）

３　執　　行　　額 ２４０，０７４，０００円　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　 　（補助金）　　　　　　

       １　施策の趣旨等
　効率的かつ質の高い医療提供体制の構築と、地域包括ケアシステムの構築を総合的に推進
するため、「地域医療介護総合確保基金（医療分）」の積立てを行った。

２　施策の実施状況
　地域医療介護総合確保基金（医療分）の積立てを行った。
　平成２７年度末現在高　　　　 　　　　　　　１，９１３，２２１，５０４円　　　　
 （出納整理期間中に、５０，２１９，１３５円を積立て）　　　　　
　執行額（積立金）　　　　　 　　　　　　　２，４２１，０５４，９２２　　　　　
　（一般会計への繰出額）　　　　　　　　　　　　　　　　 　　１，９０９，１０８，０００）　　　　　
　平成２８年度末現在高　　　 　　　　　　　　２，４７５，３８７，５６１　　　　　
　※　出納整理期間中に、６９，１３０，３０６円を積立て

３　執　　行　　額 ２，４２１，０５４，９２２円　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （積立金）　　　　　　

       １　施策の趣旨等
　ＩＣＴの活用により、府民に対するより適切な医療提供を目指し、関係機関や多職種間で
診療情報を共有するシステムを構築する。

２　施策の実施状況
　在宅医療介護情報連携システム「京あんしんネット」を平成２８年８月に運用開始し、シス
テムの操作体験研修会を府内各地で全２８回開催した。
　ＩＤ申込件数：１８６団体（１１４機関）
　　　　　　　　５４６人（うち医師１２９人）

３　執　　行　　額 ９７，４０８，０００円　　　　
　　　　　　 （補助金）　　　　　

地域医療介護総合確保
基金積立金

（医　療　課）

医療情報共有化京都モ
デル整備事業

（医　療　課）



―１２１―

       １　施策の趣旨等
　医療従事者の確保、育成及び勤務環境の改善を推進するため、資質向上のための研修や医
療機関からのワンストップ相談窓口の設置等を行う。

２　施策の実施状況
茨　医療従事者離職防止・資質向上研修事業
　医療関係団体が実施する研修等（専門分野研修、経験年数別研修、復職支援事業等）に
対し、支援した。
芋　医療従事者確保推進事業
　契　京都私立病院協会に、京都府医療勤務環境改善支援センターを設置した。
　　　訪問相談支援数　５病院
　形　京都私立病院協会及び京都府病院協会が実施する病院における勤務環境改善促進のた
　　めの研修事業に対し支援した。

３　執　　行　　額 １０８，３６８，０００円　　　　
 （うち補助金　９８，８４８，０００）　　

       １　施策の趣旨等
　在宅医療の充実に向け、多職種の連携に重点化した研修を実施する。

２　施策の実施状況
　京都府医師会、京都私立病院協会、京都府歯科医師会が実施する研修（対象者：かかりつ
け医、病院の地域連携業務担当者、口腔ケアを行う歯科医師等）等に対し支援した。

３　執　　行　　額 １０４，８１４，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　　

       １　施策の趣旨等
　北中部地域医療機関においても都市部と同等の教育を受けられる環境を整備・提供し、若
手医師が北中部地域で勤務することに対する心理的不安を解消する。

２　施策の実施状況
　府内の２大学病院と北中部地域の１１病院及び京都府医師会を結ぶ、遠隔カンファレンス及
び講義聴講などが可能なテレビ会議システムを整備した。

３　執　　行　　額　 １４，５００，０００円　　　　
　　　　 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　京都府立医科大学附属病院及び北部医療センターと、地域の医療機関やかかりつけ医等の
連携を強化することで、地域医療の充実を図る。

医療勤務環境改善総合
支援事業

（ ）
リハビリテーショ
ン支援センター
医　  療　  課
薬　  務　  課

多職種地域連携強化事
業

（医　療　課）

北部若手医師等教育シ
ステム整備事業

（医　療　課）

かかりつけ医検索シス
テム導入等助成事業

（医　療　課）



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―１２２―

２　施策の実施状況
　京都府立医科大学附属病院が導入したかかりつけ医検索システムの運用や、同病院及び北
部医療センターにおける地域医療連携強化のための研修会等の開催、退院支援の充実等につ
いて支援した。

３　執　　行　　額 ３９，４２０，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　地域にふさわしいバランスの取れた医療機能の分化と連携を推進するための地域医療構想
（ビジョン）を策定する。

２　施策の実施状況
　医療関係団体の代表、医療を受ける立場の代表、学識経験者で組織する地域医療構想策定
部会を開催した。
　地域医療構想策定部会の開催　　３回

３　執　　行　　額 ３５５，５７０円　　　　

       １　施策の趣旨等
　在宅医療を担う医療機関に対し、より質の高い在宅医療を提供するために必要な医療機器
の整備等に対し支援を行い、在宅医療の推進を図る。

２　施策の実施状況
茨　在宅医療に取り組む医療機関に対し、必要な医療機器の整備等を支援した。
　　補助対象医療機関　　１２５医療機関
芋　在宅医療の充実を図るため、訪問看護ステーションの新設及び人員増に対し支援した。
　　新設施設数　　１２施設
　　人員増施設数　１６
鰯　地域特性に応じた在宅医療を推進するための拠点づくり及びその核となる人材養成を実
　施している京都府医師会に対して支援した。

３　執　　行　　額 ９８，５６６，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　周産期医療提供体制確保のため、京都府立医科大学附属病院においてＭＦＩＣＵ（母体・
胎児集中治療室）の整備を行い、医療体制の強化・充実及び医療従事者の人材育成を図る。

地域医療構想策定事業
（医　療　課）

在宅医療推進基盤整備
事業

（医　療　課）

周産期医療提供体制整
備事業

（医　療　課）



―１２３―

２　施策の実施状況
　ＭＦＩＣＵ３床の整備に係る設計費に対して助成した。

３　執　　行　　額 ８，５８１，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　　

       １　施策の趣旨等
　京都府立医科大学附属北部医療センターと後送病院への最新医療機器整備及び合同研修等
により北部救急医療体制の充実を図る。

２　施策の実施状況
　京都府立医科大学附属北部医療センター及び後送２病院に対し、急性期医療の機能強化及
び患者を受け入れるために必要な機器整備に対して助成するとともに、機器等を活用した北
部公的１０病院等による合同研修を実施した。
　合同研修の開催　３回

３　執　　行　　額 １３０，２７２，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　　

       １　施策の趣旨等
　医師等医療従事者や府民の知識向上を図るため、国際外科学会世界総会に対する助成を行
うことにより、府民等に対する健康づくり対策を推進する。

２　施策の実施状況
　会　　期　平成２８年１０月２３日～２６日
　会　　場　国立京都国際会館
　内　　容　シンポジウム（府民講座）、学術講演、基調講演
　参加者数　１，９７０人（国内１，７０４人　国外２６６人）

３　執　　行　　額 ３，０００，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　慢性的に満床状態となっている高度周産期医療機関から後方医療機関への受入基準や後送
のルール、受入体制の構築に向けた取組を実施した。

２　施策の実施状況
　周産期情報システムを改修（応需入力機能及び応需モニター機能に新生児後方搬送の項目
等を追加）し、後方搬送受入協力病院制度を開始した。

３　執　　行　　額 ９４８，１９７円　　　　
 （うち委託料　８９６，４００円）　

北部救急医療体制整備
事業

（医　療　課）

第４０回国際外科学会世
界総会助成事業

（医　療　課）

周産期医療受入体制構
築事業

（医　療　課）



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―１２４―

       １　施策の趣旨等
　地域の小児・周産期医療を担う医療施設への医療機器整備を支援する。

２　施策の実施状況
　超音波診断装置、保育器、母胎分娩監視システム等の小児・周産期医療に必要な医療機器
の整備等を支援した。
　補助対象医療機関　１３医療機関

３　執　　行　　額 ２７９，９１８，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　　

 

         １　施策の趣旨等
　高齢化が急速に進む北部地域において、地域包括ケアを着実に推進するため、看護師確保
対策の一層の充実を図る。

２　施策の実施状況
茨　看護師の地元人材確保
　　小・中学生への出前講座　　　　　　　　　　　　　　　１１校
芋　北部地域病院実習受入拡大の支援
　　北部病院看護師の実習指導者講習会　　　　　　　８病院１２人
　　南部看護師等養成校学生の北部地域臨地実習　７養成校２２８人
　　看護師等修学資金北部特別枠の創設　　　　　　　貸与者９
鰯　北部看護師確保対策実務者会議の開催　　　　　　　　　１回
允　北部地域看護師確保対策協議会の開催　　　　　　　　　１

３　執　　行　　額 １５，４８２，５７９円　　　　
 （うち補助金　５，５８４，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　都市部の医療機関と北中部地域の医療機関の相互人材交流システムを整備することによ
り、施設間連携に強い看護職を養成し、府内の看護力の底上げを図る。

２　施策の実施状況
　京都大学医学部附属病院内に看護職キャリアパス支援センターを設置し、北中部の病院に
看護師及び助産師を派遣した。
　派遣人数　　７名（助産師５名、看護師２名）
　派遣先病院　京都中部総合医療センター、綾部市民病院、京丹後市立弥栄病院、

小児・周産期医療体制
充実事業

（医　療　課）

３　保健師等指
導管理費
（Ｐ１１８）

４５，２４４，０００
（８９４，７７２，０００）

４３，９８２，５７９
（８６７，８６１，４２６）
決算額の財源
内訳
繰　入　金
 ４３，９８２，５７９

北部地域看護師確保対
策事業

（医　療　課）

看護職連携キャリア支
援事業

（医　療　課）



―１２５―

　市立福知山市民病院

３　執　　行　　額 ２８，５００，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

 

         １　施策の趣旨等
　府民、特に小中高校生や大学生等の若年層の薬物乱用ゼロを目指し、行政・ＰＴＡ・業界
団体・民間団体等との協力・連携の下、薬物乱用防止対策を総合的に推進するとともに、京
都府薬物の濫用の防止に関する条例に基づき規制強化を推進する。

２　施策の実施状況
茨　小中高校生薬物乱用ゼロ府民運動推進事業（小中校生への薬物乱用防止啓発）
　ア　小学生向け教育教材及び薬物乱用防止リーフレット（マンガ）の作成
　イ　ＰＴＡと連携した薬物乱用防止教室等（キャラバン隊）の開催　１１回
　ウ　教員に対する薬物乱用防止教育推進に係る研修実施　　　　　　３回
　エ　小中校生への薬物乱用防止教室モデル作成及び講師養成　　　　８３１人
芋　薬物乱用防止対策推進事業費（一般府民への薬物乱用防止啓発等）
　ア　ＰＴＡ、青少年団体、業界団体等、オール京都体制による予防啓発活動の推進
　　　きょうと薬物乱用防止行動府民会議の設置　参画団体　　　　　１５８団体
　イ　学生啓発リーダーの養成等を通じた大学等における自主的な体制づくりの推進
　　　学生による自主活動グループ「ドラスタ京都」の啓発活動　　　２回
　ウ　危険ドラッグ取締対策の推進
　　　店舗やインターネットサイトを通じた販売店の監視及び検査体制の強化を図った。
鰯　薬物乱用防止プロジェクト事業
　　薬物再乱用防止ネットワーク　アドバイザー会議の開催　　　　　１回

３　執　　行　　額 １４，８３２，８３１円　　　　

 

  ５　環境対策費

         １　施策の趣旨等
　けいはんな学研都市において、未来都市のイメージの発信や、メガソーラーを活用した環
境学習を行う体験・学習ゾーンの運営を行う。

　指標：環境学習受入件数　目標：２００件　実績：２０６件

２　施策の実施状況
　けいはんな太陽光発電所を活用した環境学習施設「けいはんなｅ ２    　未来まなびパーク」におい

イイ

て、環境学習を実施した。

３　執　　行　　額 ４，２５０，０３７円　　　　

４　薬　務　費
（Ｐ１２０）

１５，６１３，０００
（７８，４８９，０００）

１４，８３２，８３１
（７６，０１１，０６３）

決算額の財源
内訳
一 般 財 源
 １４，８３２，８３１

薬物乱用ゼロ推進事業
（薬　務　課）

１　環境総務費
（Ｐ１２０）

１，６０３，３７１，０００
（２，３８８，６１９，０００）

１，５５０，４１２，１８４
（２，３２９，２０２，５０８）
決算額の財源　
内訳
国庫支出金
 ２５，７６５，０００
財 産 収 入
 ３２，６３４，６０５
寄　附　金
 １，１５０，０００

けいはんなｅ ２    　未来都
イイ

市創造推進事業
（エネルギー政策課）



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目
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         １　施策の趣旨等
　２０２０年度に府内の再生可能エネルギー導入量を倍増（２０１４年度比）させ、府内総電力需要
の１２％（約２１億kWh）を再生可能エネルギーでまかなうことを実現する。

　指標：再生可能エネルギー年間導入量　目標：１億５千万kWh　実績：８千万kWh（推計値）

２　施策の実施状況
　次の施策を実施することにより、再生可能エネルギーの導入促進を図った。
茨　家庭向け再生可能エネルギー導入総合支援事業
　「京都再エネコンシェルジュ」制度を創設するとともに、市町村と連携して太陽光発電
設備と蓄電池の同時導入に対する助成を実施した。
　　京都再エネコンシェルジュ認証者数　１４５名
　　助成件数　２９９件
芋　スマート・エコハウス促進事業
　　住宅用太陽光発電設備等の設置に対する低利融資を実施した。
　　融資件数　　５５件
鰯　自立型再生可能エネルギーシステム導入支援事業
　事業者が行う自立型再生可能エネルギー設備の導入に対する計画認定及び助成等を実施
した。
　　認定件数　　８件

３　執　　行　　額 １，４１０，２２０，７３０円　　　　

　 （うち  

       １　施策の趣旨等
　再生可能エネルギー発電施設やＬＮＧインフラの整備、メタンハイドレートの実用化促進
による京都舞鶴港のエネルギークラスター化を促進する。

２　施策の実施状況
茨　京都府と兵庫県の共同による「北近畿エネルギーセキュリティ・インフラ整備研究会」
において、ＬＮＧ受入基地や広域パイプライン整備の実現に向けた舞鶴－三田間の沿線事
業者の天然ガス需要調査を実施
芋　表層型メタンハイドレートの実用化促進に向けた府民や事業者向けフォーラムの開催
　　開催回数　３回
鰯　京都舞鶴港への再生可能エネルギー発電施設等の立地促進や整備に対する支援

３　執　　行　　額 １２，３７０，４６４円　　　　

繰　入　金
 ４５，００６，６０９
繰　越　金
 ２，０００，０００
諸　収　入
 １，２８９，２１０，０００
一 般 財 源
 １５４，６４５，９７０

再生可能エネルギー倍
増事業
（エネルギー政策課）

補助金　　１０７，０１０，７３０円
貸付金　１，２８９，２１０，０００ ）

京都舞鶴港エネルギー
クラスター事業
（エネルギー政策課）



―１２７―

       １　施策の趣旨等
　京都議定書誕生の地として、省エネ・省CO２対策に先駆的に取り組むとともに、温暖化に
適応した低炭素社会づくりを推進する。

　　　　　　　　　指　標　　　　　　　　　　　　　目　標　　　　　　　　実　績
　府内温室効果ガス削減率（平成２年度比）　　２５％（平成３２年度まで）　　２０％（平成２７年度）
　　※電力排出係数を平成２２年度の関西電力実績値０．３１１kg-CO２/kWhで固定して算定

２　施策の実施状況
茨　京都ＥＭＳ推進事業
　個人が行うＨＥＭＳ機器の導入に対する助成、府内中小事業者等が行うＢＥＭＳ機器の
導入に対する助成及びＥＭＳ導入等に係る診断を実施した。
　　ＨＥＭＳ助成件数　２３７件
　　ＢＥＭＳ助成件数　　８
芋　事業者CO２削減対策事業
　　中小事業者等が実施する省エネ設備等への更新に対して助成した。
　　助成件数　１７件
鰯　ＥＶ・ＰＨＶタウン推進事業
　ＥＶ（電気自動車）やＰＨＶ（プラグインハイブリッド自動車）の普及推進を図り、運
輸部門のCO２削減を実施した。
　　ＥＶ・ＰＨＶ普及台数　３，６８１台（累計）
允　地球温暖化適応策推進事業
　　地球温暖化に起因する気候変動への適応に関する啓発冊子を作成した。　　　　　　　

３　執　　行　　額 ８８，８０８，０１２円　　　　

       １　施策の趣旨等
　京都府絶滅のおそれのある野生生物の保全に関する条例に基づき、府内の生物多様性保全
を図るため、府民と協働して指定希少野生生物の保全回復対策等を推進する。

　　　　　　　　　指　標　　　　　　　　　　　　　　　　目　標　　　　実　績
　自然環境保全地域における保全対策実施　　　　　　　　　４地域　　　　４地域
　府民の理解を深めるための自然観察会・セミナー等実施　　４回　　　　　４回

２　施策の実施状況
　次の施策を実施することにより、絶滅のおそれのある野生生物の保全対策の推進を図っ
た。
茨　地域住民等との協働による生息地等保全推進事業
　指定希少野生生物について、府の保全回復事業計画を策定し、これに基づき地域住民等
と協働で指定希少野生生物の保全を図る事業を行う団体に対して、その事業に必要な活動
経費を支援した。
　　指定希少野生生物種２５種に係る規制（学術研究等の許可５件、協議８件）

省エネ・低炭素化推進
事業

（ ）エネルギー政策課
地球温暖化対策課

生物多様性戦略総合対
策事業
（自然環境保全課）



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―１２８―

　　策定事業計画　９種　　　実施団体　４団体
芋　希少種生息地外保全業務等
　　府立植物園での育成：６種
　　京都水族館での飼養：４種
鰯　生態系維持回復
　　府条例で指定した保全地域の生態系維持回復のため、ナラ枯れ対策等を実施した。
允　特定外来生物対策
　　絶滅のおそれのある野生生物等の存続に支障を及ぼす外来生物対策を行った。
　アライグマ：市町村と府で構成する協議会を運営し防除を実施（有害鳥獣捕獲で対応す
　　　　　　　る丹後地域及び京都市以外で実施）
　　アルゼンチンアリ：府、京都市ほか関係機関との協働による一斉防除を実施
　　ヌートリア：餌やり等の不適切行為の監視及び防止啓発等を実施

３　執　　行　　額 １７，９３７，１０５円　　　　

       １　施策の趣旨等
　ユネスコの正式プログラムである世界ジオパークとして京丹後市から鳥取市に至る山陰海
岸地域について、関係市町等で構成する「山陰海岸ジオパーク推進協議会」を中心に、優れ
た地質資源の保全と活用を通した地域振興等の取組を推進する。

２　施策の実施状況
茨　山陰海岸ジオパーク推進協議会活動
　関係府県（京都府、兵庫県、鳥取県）、関係市町（京丹後市、豊岡市、鳥取市、新温泉
町、香美町、岩美町）及び民間団体等が参加する山陰海岸ジオパーク推進協議会を中心に
様々な活動を実施した。
　　専門家による検討会議の開催　　専門部会開催２４回など
　　調査研究、環境学習推進　　山陰海岸ジオパーク学術研究奨励制度による補助１１件
　　ジオパークスタンプラリーの展開　　応募者８３７人
　　ジオサイト紹介アプリの作成　　紹介地点１０箇所
　　レンタカーキャンペーンの実施
　　ジオパークフォーラム、ジオパークフェスティバル等の開催
芋　京都府域におけるジオサイト等の整備
　　ジオパーク誘導標識の整備　　　５基

３　執　　行　　額 １５，３７３，４２０円　　　　

　 （うち  

山陰海岸世界ジオパー
ク推進事業
（自然環境保全課）

工事請負費　２，２９９，３２０円
負担金　　　１３，０７４，１００ ）



―１２９―

       １　施策の趣旨等
　スマートシティ・グローバルネットワーク構想の先駆的取組として、水素社会実現に向け
た取組を推進する。

２　施策の実施状況
　府民の水素に対する正しい理解を促進するため、京都環境フェスティバル２０１６において水
素エネルギーに関するパネル展示、燃料電池自動車、燃料電池フォークリフト等の水素を燃
料とする製品の展示等を行った。

３　執　　行　　額 １，４５２，４１６円　　　　

 

         １　施策の趣旨等
　高浜及び大飯原子力発電所に係る放射能の環境影響調査、監視調査を行う。　　

２　施策の実施状況
　次の施策を実施することにより、原子力防災対策を推進した。
茨　放射線監視測定
　　空間放射線積算線量測定調査　２６地点（舞鶴、綾部市内）
　空間放射線線量率測定調査　２０測定所（大山、吉坂、倉梯、塩汲、岡安、老富、日出、
上司、地頭、上杉、八津合、盛郷、島、本庄、伏見、峰山、福知山、亀岡、乙訓、宇治）
　　浮遊じん中の放射能濃度測定調査　４測定所（吉坂、倉梯、塩汲、老富）
　　空気中湿分のトリチウム濃度測定調査　１測定所（大山）
　　ガス状よう素の放射能濃度測定調査　１測定所（吉坂）
　　降下物中の放射能濃度測定調査　１測定所（吉坂）
　　環境放射能測定車による空間放射線線量率測定調査　３地点（河辺原、三浜、多門院）
　環境放射線調査車による空間放射線線量率測定調査（東舞鶴、綾部・西舞鶴、綾部老富、
福知山市、伊根・橋北、宮津・栗田・由良、京丹波町、南丹市美山町地域）
芋　環境試料放射能分析
　　陸水、海水、陸土、農畜産物、海洋生物、指標植物、指標海洋生物、海底沈積物
鰯　気象観測調査
　風向、風速、気温、湿度、雨雪量、感雨（大山、吉坂、倉梯、塩汲、岡安、老富、地頭、
上杉、八津合、本庄、日出、伏見測定所）、積雪深（大山、老富測定所）、日射量（吉坂、
老富測定所）、放射収支量（吉坂、老富測定所）、大気安定度（吉坂、老富測定所）

３　執　　行　　額 １８１，３１７，２２５円　　　　

 

水素エネルギー活用社
会推進事業
（地球温暖化対策課）

２　環境保全費
（Ｐ１２２）

１８１，９７１，０００
（２２２，９９２，０００）

１８１，３１７，２２５
（２２２，３０６，４７７）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 １７２，９６２，５４５
諸　収　入
 ７３１，３４４
一 般 財 源
 ７，６２３，３３６

放射線モニタリング強
化事業
（環境管理課）


